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（２）2018 年度 業績目標 

区分 2015 年度（実績） 2018 年度（目標） 

連結売上高 ４２６億７千万円 ５００億円 

連結売上高営業利益率 ７.１％ １０.０％ 

 

    以 上 

【注意事項】  

  本資料（添付資料を含む）に記載されている業績目標等の将来に関する記述は、現時点で入手可能な情報

に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因によって大きく異なることがあります。 
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第５次中期経営計画レビュー
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２０１３年度〜２０１５年度
「輝け！アイホン 〜 真の輝きを求めて 〜」

中期経営計画の⽅針

当社グループ⼀丸となって今回の中期経営計画を推進することで、社会や
ステークホルダーにとって真に輝くアイホンを⽬指す。

売上⾼ ４５０億円
（434億円※）

営業利益 ４５億円
（31億円※）

売上⾼営業利益率 １０％
（7.14％※）

（１）グローバル化の推進
（２）ネットワーク対応の市場創造
（３）コスト競争⼒の強化
（４）⽣産技術の改⾰
（５）源流管理による品質保証
（６）企業体質の強化

連結業績⽬標 【2013年度期初⽴案】

※2015年度期初に修正

重点戦略
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業績推移

第５次中期経営計画最終年度は過去最⾼の売上。
営業利益は競争の激化により伸び悩んだ。
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第４次中期経営計画
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セグメント別売上⾼推移

4

・2013年度に消費税改定前の駆け込み需要により、
リニューアル市場を中⼼に⼤きく伸ばしたが、その後伸び悩む。

・特に新築市場は全般的に低調。

・北⽶市場において学校等のセキュリティニーズの⾼まり
により、⼤きく拡⼤。

・他の地域においても順調に拡⼤を続けている。
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各戦略について
重点戦略 成果 課題

グローバル化の推進

ネットワーク対応の
市場創造

コスト競争⼒の強化

⽣産技術の改⾰

源流管理による
品質保証

企業体質の強化

・海外市場売上⾼の⼤幅増加
（対2012年度⽐６２．９％UP）
・海外⽣産⽐率向上
・ベトナム⼯場の⿊字化

・海外業務市場での
ＩＰ対応商品の販売拡⼤

・コスト競争⼒は向上したが、
市場価格下落はさらに激化

・開発購買活動と⽣産技術改⾰が
奏功し、限界利益率は改善

・源流管理強化で
故障率低減に⼀定の成果

・競争激化の中でも
⼀定の利益を確保

・より現地に密着した営業
・海外ニーズへのスピーディな対応
・⽣産地の全体最適化

・国内住宅市場への
ネットワーク商品の浸透

・コストだけではなく、魅⼒ある商品の
創造とタイムリーな開発

・グループ全体最適による
⽣産効率の更なる向上

・源流管理の更なる強化
・市場不良品解析⼒の強化

・企業収益だけでなく、
多⾯的な企業体質の強化

5  

 

 



第６次中期経営計画
（2016年度〜2018年度）
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競争優位性を⽣み出す社内基盤を構築し、
顧客価値の拡⼤に繋げ⽬標を達成する

競争優位性を⽣み出す
社内基盤の構築

新たな
価値の創造

インターホン
世界シェア

中期⽅針

第6次中期経営計画イメージ
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6,632 6,786 7,527 10,363 10,814 12,268 11,800 13,500 15,000 
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連結業績⽬標（2018年度）

・売 上 ⾼ ５００億円 （国内350億円 海外150億円）
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第６次中期経営計画
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・営 業 利 益 ５０億円 ・売上⾼営業利益率 １０％

第６次中期経営計画
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※２０１６年度の営業利益の減益計画は、先々のマーケット需要を⾒通した積極的な商品開発を進めるため
研究開発費を増加したことによるものです。

 

 

 



外部環境

マクロ環境

ニーズの多様化・グローバル化

海外市場は群雄割拠価格競争の激化

国内は住宅着⼯減少傾向

IoTやビッグデータ普及に加え、
⼈⼯知能・ロボット技術の発達

中国の経済成⻑の減速、不安定な原油価格
世界的に先⾏きの⾒えない経済状況

2020年に向けた⼤都市開発・新規事業活発化 ⼈⼝減少・少⼦⾼齢化による諸問題が
より⼀層顕在化
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インターホン
世界シェア拡⼤ 新たな価値の創造

競争優位性を⽣み出す社内基盤の再構築

第６次中期経営計画の戦略課題

本格化する
リニューアル
市場の獲得

①国内営業

魅⼒的製品を
⽣む機能強化

④商品開発

競争激化に伴う
コストダウン

⑤⽣産

北⽶・欧州市場
強化

②海外営業

新事業領域への
積極的取り組み

③新規事業

源流管理と
市場分析強化

⑥品質保証 業務品質
全体の向上

⑦仕事の質

11  

 

 



国

内

市

場

環

境

住宅着⼯⼾数・病院着⼯件数ともに継続的な増加は⾒込めない。

戦略課題①
国内営業

更新時期（設置から１５年を推奨）を迎える
マンションストック数は年々増加しており、
マーケットボリュームはピークを迎える。
特に賃貸住宅のシステム更新機会は増加する。

病院・施設ともにナースコールシステムの⽼朽化
（設置から１２年の更新を推奨）が進む中、
医療・介護の⼈員効率向上を図ったＩＴ機器
連携のニーズが強まり、当社ナースコールシステム
「Ｖｉ－ｎｕｒｓｅ」の需要拡⼤が予測される。

新築市場

集合リニューアル ケアリニューアル

■ 受注プロセス管理強化による
本格化するリニューアル市場の売上拡⼤ ■

12

約２４０万⼾ 約１８００万⼾

約６２０万⼾ 約２４００万⼾

対象マーケット住⼾数

全国集合住宅ストック数

賃
貸

分
譲

約３３０万床

約２００万床 現場の課題解決
を⽬的とした設備
投資が更新の追
い⾵に

対象マーケット床数

病院・施設 総床数

※ ※ ※

※当社推定※当社推定
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集合+ケアRN

ｅｔｃ

戦略課題①
国内営業

■ 受注プロセス管理強化による
本格化するリニューアル市場の売上拡⼤ ■

マーケットニーズに合わせて
組織・仕組みにおける

『リニューアルシフト』を推進する。

（百万円）

実績
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１２１．６億円

１５３億円

重点市場（集合・ケア）リニューアル売上⾼

 

 

 



当社にとって海外市場はまだフロンティア要素が強く、拡⼤余地は多く残されている。
各国地域へより密着した営業を進め、海外の市場開拓のスピードアップを図る。

■ 海外各地域へ適応する営業体制の構築 ■
戦略課題②
海外営業

北⽶市場 欧州市場

営業⼈員増強により、
東海岸地区での販売を強化

①営業⼈員増強により、
川上活動・物件受注プロセス管理を強化

②レスキュー市場への本格参⼊

公共住宅市場への参⼊

公共住宅向けアクセスコントロールシステムVIGIKと
当社集合インターホンシステムがシステム連携可能と
なり、これまで⼿付かずであった公共住宅市場への参
⼊が可能となる。

公共住宅市場の専任担当を配置、営業協業により
受注活動を進め、市場の獲得を図る。

セキュリティニーズが年々拡⼤
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戦略課題②
海外営業 ■ 海外各地域へ適応する営業体制の構築 ■

・システム品の販売強化

・重点国でのケア市場販売強化

現地密着営業の活動強化をさらに進め、
システム物件受注を拡⼤

アジア・オセアニア・その他市場

※

6,589 6,349 6,983 
7,929 
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※

（百万円） 海外市場売上⾼
１５０億円

※FY2017,FY2018はFY2015為替レートにて円貨計算

実績
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①ソフトウェア・ソリューションビジネス

・地域包括ケアシステム関連の
ソフトウェア事業

・ネットワーク構築を含む
インテグレーション事業

戦略課題③
新規事業 ■ 現事業領域の再検討と新事業への積極的投資 ■

現在の主体事業であるインターホンのハードウェア販売とは別の“新たな領域”において
将来の核となる事業の礎を築く。

②保守メンテナンスビジネスの拡⼤

・保守メンテナンス契約の推進

上記市場開拓を加速する有効⼿段として、積極的にＭ＆Ａを推進する。

新規市場売上⽬標・・・１０億円

新たに
新規事業
開発部を

設置
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①魅⼒的な商品開発

真の顧客満⾜の把握とマーケティング、
先⾏技術開発を適切に融合する体制作り

魅⼒的商品開発機能向上

新商品売上⾼ 開発期間短縮

開発プロセス
各段階にて
対策実施

海外新商品
企画⽐率向上

企画
満⾜度向上

新技術
開発

■ 魅⼒的製品を創造する新商品開発機能の再構築 ■戦略課題④
商品開発

ニーズの多様化やグローバル化が進む中、求められる商品のライフサイクルは⽇々短期化している。
コスト競争⼒に加え、“より魅⼒的な商品” を “タイムリー” に開発する機能を構築する。

②タイムリーな商品開発

市場要求に対応できる開発機能構築
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製造原価の低減

FY2015 FY2018

シミュレーション原価からの低減

■ ⽣産活動の全体最適化による製造原価の低減 ■戦略課題⑤
⽣産

競争が激化する市場要求に対応するため、⽣産性向上、海外⽣産の推進、調達コストの低減を
グループ全体最適の視点から推進し、製造原価を低減させる。

KPI＝製造原価率３ポイント低減

①変動費の削減 ②固定費の削減

固定費削減変動費削減

製 造 原 価 低 減

ＶＥ活動

開発
購買
推進

⽣産
技術
改⾰

低減

18

⽣産量
増加

原価

開発費の低減

 

 

製品初期故障の低減

①設計品質の向上

②製造品質の向上

③市場での解析⼒向上

戦略課題⑥
品質保証 ■ 源流管理とデータ解析による品質向上 ■

当社の永続的な発展にとって製品品質の確保は⾮常に重要な要素である。
不具合の原因が発⽣する全てのプロセスにおいて対策を実施し、品質の改善に繋げる。

19

製造品質

品 質 向 上

市場の品質

・取扱いミス
・原因不明
・基板不良
の解析強化

部品・基板の
不良低減

設計品質

ソフト
不良
低減

設計
プロセス
不良
低減

 

 



「労働⽣産性」の向上

「労働⽣産性」
を構成する３要素

①⼈材育成

②⼠気・働きがい

③業務の仕組み

労働⽣産性向上

働きがい 仕組み改善

・ＩＴ活⽤
・会議体⾒直し

・規程基準⾒直し
による業務効率

改善時間

外部機関による
働きがい調査結果

ポイント向上

⼈材育成

全社員QC検定
３級以上

競争に打ち勝つ為の基盤づくりとして、当社の発展にかかわりの深いTQMを活⽤し、
永続的な発展に繋がる“仕組み作り・⼈作り“を進める。

■ ＴＱＭ再活性化による仕事の質の追求 ■戦略課題⑦
仕事の質
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環境配慮設計の更なる推進を狙い、
中期経営計画の３か年を通して、
全ての新商品開発（ハードウェア設計）
に対する環境配慮設計の実施を⽬指します。

84.6%

96.8% 92.3%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018
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環境に対する取り組み
環境配慮設計

設計段階だけではなく、製造・物流・販売など当社の事業活動の各プロセスにおいても
環境改善を意識した活動を継続。

第６次中期経営計画の環境管理⽬標

ハードウェア設計を伴う新商品開発における
環境配慮設計実施率を１００％にする

 

 



Communication 
&

Security

本資料に掲載されております業績予想や将来予想は、現時点において入手可能な
情報に基づき弊社が判断して予想したものであり、実際の業績は今後様々な要因の
変化により予想とは異なる結果となる可能性があることをご承知おき下さい。

弊社ウェブサイト
http://www.aiphone.co.jp/
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